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※ 様式 等 
(手引 き 様 式 ) 
・ 収 支 予算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 (手引 き 様 式 1) 
・ 社 名 等 変更 届出 書 (手引 き 様 式 2 ) 


・ 補 助 金 受領 口座 届出 書 (手引 き 様 式 3) 
・ 業者 選定 理由 書 (手引 き 様 式 4 ) 


は じ め に 


この 事業 は 、 県 内 で の 医療 機器 関連 産業 の 振興 を 目的 と し て お り 、 県 内 企業 が 、 医 
療 機器 *、 医療 関連 機器 又は それ ら の 構成 部 品 に 係る 製品 試作 及び 性 能 を 確認 する た め 
の 試験 を 行う 事業 に 対し て 、 そ の 経費 の 一 部 を 補助 する も の で す 。 

この 手引 き は 、 事 業者 の 皆さま に 本 補助 制度 を よく 理解 し て いた だ き 、 適 切 に 事業 
が 実施 され る よう 作成 し た も の で す 。 御 不明 な 点 が ご ざい まし た ら 、 担 当 ま で お 問い 
合わ せく だ さい 。 






































2 補助 対象 製品 


医療 機器 *、 医 療 関連 機器 又は それ ら の 構成 部 品 で 知事 が 認め る も の と し ます 。 





※ 医療 機器 : 医薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品質 、 A 
律 (昭和 35 年 法律 第 145 号 ) 第 2 条 第 4 項 に 規定 する も の を い う 。 








3 補助 対象 者 


県 内 に 工場 又は 事業 所 を 有する 企業 及び 県 内 に 工場 又は 事業 所 を 有する 企業 を 代表 
企業 と する 企業 等 の 連携 体 と し ます 。 





4 補助 対象 経費 


次 の 表 に 掲げ る 経費 を 対象 と し ます 。 
な お 、 消 費 税 、 地 方 消費 税 及び 交付 決定 日 前 に 発注 ・ 契 約 等 を 行っ た も の に つい て 
は 、 補 助 の 対象 外 と な り ま す の で 、 御 留意 くだ さい 。 











経費 内 容 














(1) 製品 試作 費 | 材料 費 、 機 械 装置 費 、 工 具 器 具 費 、 外 注 加工 費 、 専 門 家 謝 金 、 旅 費 、 
及び 性 能 試験 費 | 施設 使用 料 、 分 析 測 定 費 
(た だ し 、 機 械 装置 費 及び 工具 器具 費 は 、 取 得 価格 が 単価 50 万 円 未 
満 で ある こと ) 





















































(2) その 他 (1) に 揚げ る も の の ほか 、 知 事 が 特に 必要 と 認め る 経費 

















5 補助 率 及び 補助 限度 額 


(1) 補 助 率 : 補助 対象 経費 の 2 分 の 1 以内 ( 千 円 未満 切り 捨て ) 
(2) 補助 限度 額 : 1 件 あたり 100 万 円 以内 





公募 

事業 計画 認定 申請 (事業 者 か ら 県 へ 提出 
審査 
事業 計画 認定 通知 (県 か ら 事 業者 へ 通知 ) 

補助 金 交 付 申請 (認定 を 受け た 事業 計画 に より 、 事 業者 か ら 県 へ 申請 ) 
補助 金 交 付 決定 (県 か ら 事 業者 へ 通知 ) 

⑥ 一 1 概算 払い 等 請求 (事業 者 か ら 県 へ 請求 ) 

⑥ 一 2 概算 払い 等 (県 か ら 事 業者 へ 支払 い ) 

完了 ・ 請 求 ・ 実 績 報告 (事業 者 か ら 県 へ 提出 ) 

完了 検査 
補助 金 支払 い (完了 検査 の 結果 、 適 切 に 事業 実施 され て いる 場合 に 、 県 か ら 事 業者 へ 支払 い ) 
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※ 上 記 の ほか 、 適 宜 、 実 施 状況 確認 を 行い ます 。 確認 の 時 期 及 び 内 容 は 、 県 か ら 
別途 お 知ら せ し ま す 。 





【 事 業 ス キー ム 】 


④ 事業 採択 
⑤ 補助 金 交付 申請 


(⑥-1 概算 払 等 請求 ) 





7 経理 処理 に つい て の 留意 事項 
(1) 帳簿 ・ 証 拠 書類 の 整理 ・ 保 管 
ア 補助 事業 に 係る 収支 を 記載 し た 帳 衝 (補助 短 等 ) を 設け 、 補 助 金 の 使途 を 明記 
する と と も に 、 そ の 証拠 書類 を 整理 し 、 収 支 の 状況 を 明らか に し て くだ さい 。 
イ 契約 書 、 旅 費 精算 書 、 請 求 書 、 領 収 書 、 振 込 依頼 書 な どの 証 癌 は 適切 に 保管 し 
整理 し て くだ さい 。 
ウ 証拠 書類 に よっ て 補助 対象 経費 の 支出 が 確認 で き な い 場合 に は 、 補 助 金 交付 決 


















































定 が な され て いて も 補助 対象 と は な り ま せん 。 
エ 会 計 帳 簿 や 証拠 書類 等 は 、 補 助 事業 が 完了 し た 日 の 属す る 年 度 の 翌年 度 の 4 月 
1 日 か ら 5 年間 保 管 し て くだ さい 。 
(2) 補助 金 の 使途 等 
補助 金 は 、 指 定 さ れ た 経費 以外 に 使用 する こと は で きま せん 。 
また 、 謝 金 、 賃 金 及 び 給 料 等 の 額 (単価 ) や 宿泊 施設 の 利用 等 に あたっ て は 、 
業 実施 の 目的 を 勘案 の うえ 、 過 度 に 高額 と な ら な いよ う 留 意 し て くだ さい 。 
(3) 補助 対象 経費 の 支払 い 
ア 補助 対象 経費 の 支払 い は 、 他 の 取引 と の 区 分 を 明確 に する た め 、 単 独 の 支払 い 
と する と と も に 、 原則 と し て 、 銀 行 振込 等 に より 行っ て くだ さい 。 (現金 、 回 し 手 
形 及び 相殺 に よる 支払 い は 、 原 則 と し て 認め られ ませ ん 。) 
な お 、 振 込 手数 料 に つい て は 補助 対象 経費 か ら 除 きま す の で 、 ご 留意 くだ さい 。 
イ 支払 い は 、 令 和 ら 5 年 3 月 10 日 ( 金 ) まで に 完了 する よう に し て くだ さい 、。 補助 
金 請求 (精算 ) 時 点 で 経費 が 確定 し て いな いも の は 、 補 助 金 交付 の 対象 と する こ 
と が で きま せん 。 


8 経費 区 分 ご と の 留意 事項 


(1) 製品 試作 費 及 び 性 能 試験 費 
① 材料 費 

ア 事業 の 遂行 に 必要 な 原材料 ・ 副 資材 等 の 購入 に 要する 経費 で あり 、 購 入 す る 
材料 等 の 数 量 は 必要 最小 限 に と ど め 、 補 助 事業 終了 時 に は 使い 切る こと を 原則 
と し ます 。 補助 事業 終了 時 点 で の 未 使用 残存 品 は 補助 対象 と な り ま せん 。 

イ 材料 費 を 補助 対象 経費 と し て 計上 する 場合 は 、 受 払 簿 (任意 様式 ) を 作成 し 、 
その 受 払 い を 明確 に する と と も に 、 試 作 の 途上 に お いて 発生 し た 仕 損 じ 品 や テ 
スト ピー ス 等 を 保管 (保管 が 困難 な 場合 に は 写真 撮影 に よる 代用 も 可 ) し て お 
く 必 要 が あり ます 。 

② 機械 装置 費 

ア 事業 遂行 に 必要 な 機器 ・ 設 備 類 の 購入 、 製 作 、 改 良 、 据 付 、 借 用 又は 修繕 に 
関す る 経費 で あり 、 取 得 価格 が 単価 50 万 円 未満 の も の が 対象 と な り ま す 。 

イ 改良 と は 、 機 能 を 高め 又は 耐久 性 を 増す た め に 行う も の で 、 修 繕 と は 、 保 守 
に 伴っ て 行う 原状 回 復 等 の 行為 を いい ます 。 

ウ 借用 (リー ス ) に お いて 、 補 助 対象 と な る も の は 、 借 用 に 係る 見 積 書 、 契 約 
書 等 が 確認 で きる も の で 、 当 該 年 度 の 補助 事業 に 要する 経費 の み と な り ま す 。 

し た が っ て 、 契 約 期 間 が 当該 年 度 を 超え る 場合 の 補助 対象 経費 は 接 分 等 の 方 式 

に より 算出 され た 当該 補助 事業 期間 分 の み と な り ま す 。 

エ 補助 事業 で 購入 する 機械 装置 等 は 、 当 該 年 度 の 補助 事業 を 実施 する に あたっ 
て 必要 な 機械 装置 等 で や わっ て 、 必 要 な 仕様 で も や る も の が 補助 対象 と な り ま す 。 
し た が っ て 生産 へ の 転用 等 を 前 提 と し た 機械 装置 等 の 購入 は 認め られ ませ ん 。 

オ 中 古 品 の 購入 は 、 原 則 と し て 、 補 助 対象 と な り ま せん 。 

カカ 10 万 円 以上 の 物件 の 場合 に は 、 原 則 と し て 2 社 以上 の 合 見 積 と し て くだ さい 。 
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や む を え ず 合 見 積 に よら ず 購 入 する 場合 は 、 手引 き 様式 4 「 業 者 選定 理由 書 」 
に その 理由 を 記載 し 提出 し て くだ さい 。 
③ 工具 器具 費 
ア 事業 遂行 に 必要 な 工具 ・ 問 具 類 の 購入 、 製 作 、 改 良 、 据 付 、 借 用 又は 修繕 に 
関す る 経費 で あり 、 取 得 価格 が 単価 50 万 円 未満 の も の が 対象 と な り ま す 。 
イ 借用 (リー ス ) に お いて 、 補 助 対 象 と な る も の は 、 借 用 に 係る 見 積 書 、 契 約 
書 等 が 確認 で きる も の で 、 当 該 年 度 の 補助 事業 に 要する 経費 の み と 
し た が っ て 、 契 約 期 間 が 当該 年 度 を 超え る 場合 の 補助 対象 経費 は 接 分 
に より 算出 され た 当該 補助 事業 期間 分 の み と な り ま す 。 
ウ 補助 事業 で 購入 する 工具 器具 等 は 、 当 該 年 度 の 補助 事業 を 実施 する に あたっ 
て 必要 な 工具 問 具 等 で や っ て 、 必 要 な 仕様 で や る も の が 補助 対象 と な り ま す 。 
し た が っ て 生産 へ の 転用 等 を 前 提 と し た 工具 器具 等 の 購入 は 認め られ ませ ん 。 
エ 中 古 品 の 購入 は 、 原 則 と し て 、 補 助 対象 と な り ま せん 。 
オ 10 万 円 以上 の 物件 の 場合 に は 、 原則 と し て 2 社 以上 の 合 見 積 と し て くだ さい 。 
や む を えす ず 合 見 積 に よら ず 購 入 す る 場合 は 、 手引 き 様 式 4「 業 者 選定 理由 書 」 
に その 理由 を 記載 し 提出 し て くだ さい 。 
④ 外注 加工 費 
製品 試作 の た め に 必要 な 加工 を 委託 する た め の 経 費 で あり 、 委託 内 容 、 金額 が 明 
記さ れ た 契約 書 を 締結 し 、 委 託す る 側 で ある 補助 事業 者 に 成果 物 等 が 帰属 する 必 
要 が あり ます 。 
⑤ 専門 家 謝 金 
事業 の 遂行 に 必要 な 指導 ・ 助 言 等 を 受け る た め に 招へい し た 専門 家 又 は 委嘱 し た 
委員 に 謝礼 と し て 支払 われ る 経費 で あり 、 支 払 単 価 の 根拠 が 、 補 助 事業 者 の 定め 
る 規定 等 に より 明確 で あり 、 そ の 金額 が 社会 通念 上 妥当 な も の で ある 必要 が あり 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑥ 旅費 
ア 事業 の 遂行 に 必要 な 情報 収集 、 各 種 調査 や 会 議 、 打 合せ 等 に 参加 する た め の 









































旅費 、 又 は 事業 の 遂行 に 必要 な 指導 ・ 助 言 等 を 依頼 し た 専門 家 又 は 委嘱 し た 委 

上 員 に 支払 われ る 旅費 が 対象 と な り ま す 。 

イ 補助 対象 と な る も の は 、 補 助 事業 者 が 定め る 旅費 規定 等 に より 最も 経済 的 か 
つ 合 理 的 な 経路 に より 算出 され る も の と な り ま す 。 

ウ 旅費 規定 等 に 定め る 場合 で あっ て も 、 グ リー ン 車 、 ビ ジネス クラ ス 等 の 特別 
に 付加 され た 料金 は 補助 対象 と な り ま せん 。 

エ 補助 事業 以外 の 用 務 が 一 連 の 旅程 に 含ま れる 場合 は 、 用 務 の 実態 を 踏ま え 接 
分 等 の 方 式 に より 補助 対象 経費 と 補助 対象 外 経費 に 区 分 し て くだ さい 。 

オ 事業 実施 者 が 支出 し た 交通 費 及 び 宿 泊 費 が 補助 の 対象 と な り ま す 。 し た が っ 
て 、 従 業 員 及び 指導 を 行う 専門 家 等 が 、 個 人 的 に 負担 し た も の は 補助 の 対象 と 
な り ま せん 。 

カカ 旅費 精算 書 等 の 支出 書類 の ほか 、 領 収 書 な ど 支 出 経費 の 内 訳 と な る 証 哲 類 を 
整理 ・ 保 管 し て くだ さい 。 















































































































































































































































































































































⑦ 施設 使用 料 
試作 品 の 評価 、 検 査 の た め に 測定 機器 等 を 利用 し た 場合 に 要する 経費 で あり 、 
領収 書 な ど 支 出 経費 の 内 訳 と な る 証 症 類 を 整理 ・ 保 管 し て くだ さい 。 

⑧ 分 析 測 定 費 
試作 品 の 評価 、 検 査 を 外部 に 委託 し た 場合 に 要する 経費 で あり 、 委 託 内 容 、 金 額 
が 明記 され た 契約 書 を 締結 し 、 委 託す る 側 で ある 補助 事業 者 に 成果 物 が 帰属 する 
必要 が あり ます 。 








































































































(2) その 他 の 経費 
本 補助 事業 の 実施 の た め に 、 特 に 必要 と 認め られ る 経費 に つい て 、 補 助 の 対象 
と な る こと が あり ます 。 必 ず 、 事 前 に 協議 し て くだ さい 。 


9 事業 実施 に 係る 提出 書類 等 


(1) 補助 金 の 交付 申請 

補助 事業 を 開始 し よう と する 日 まで に 交付 決定 を 受け られ る よう 、 事 業 計画 認定 
後 、 速 や か に 提出 し て くだ さい 。 

・ 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 交付 申請 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 】 

・ 事 業 計画 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 別紙 1】 

・ 収 支 予算 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 別紙 2】 

・ 補 助 金 受領 口座 届出 書 【 手 引き 様式 3 】 (通帳 の 口座 番号 が 分 か る 部 分 の 写し を 

添付 し て くだ さい ) 

・ そ の 他 参 考 と な る も の 
(2) 遂行 状況 の 報告 

補助 事業 の 中 間 報 告 で あり 、 必 要 に 応じ て 、 県 か ら 進 捗 状況 の 報告 を 求め る も の 
で す 。 

報告 の 指示 が あっ た 場合 に は 、 申 請書 の 事業 計画 書 と 対応 させ て 、 事 業 の 経過 、 
補助 対象 経費 の 状況 等 を 記載 し て 報告 し て くだ さい 。 

・ 医 療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 遂行 状況 報告 書 【 要 綱 様 式 第 8 号 】 

・ 収 支 予 算 書 【 要 網 様式 第 1 号 別紙 2】 

・ 収 支 予 算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 【 手 引き 様式 1 】 

・ 支出 経費 に 係る 契約 書 等 の 写し 

・ そ の 他 参 考 と な る も の (既に 提出 し て いる も の を 除く ) 
(3) 事業 内 容 を 変更 し た いと き 

補助 金 の 交付 決定 の 対象 と な っ た 事業 計画 を 変更 し よう と する と き に 提出 し て く 
だ さい 。 
な お 、 補 助 目的 の 範囲 内 で の 事業 計画 の 細部 の 変更 や 補助 事業 に 要する 経費 の 変 
更 ( 日 数 の 変更 等 ) を する 場合 、 又 は 補助 事業 に 要する 経費 の 配分 の うち 補助 金 交 付 
決定 通知 書 に 記載 され た 経費 の 各区 分 ご と の 209% 以 内 の 金額 を 変更 する 場合 で 、 か 
つ 全 体 金 額 か ら 2096 以 内 の 減額 で ある 場合 に は 、 こ の 手続 を 要 し ませ ん が 、 事 前 に 
連絡 し て くだ さい 。 


























































































































































































































・ 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 に 係る 補助 事業 の 内 容 の 変更 (経費 の 配分 

変更 ) 承認 申請 書 【 要 網 様式 第 2 号 】 

・ 事 業 計画 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 別紙 1】 

・ 収 支 予算 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 別紙 2】 

・ 収 支 予算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 【 手 引き 様式 1 】 

・ 支出 経費 に 係る 契約 書 等 の 写し (契約 等 が 締結 され て いる 場合 で あっ て 、 未 提出 
で ある と き ) 

・ そ の 他 参 考 と な る も の (既に 提出 し て いる も の を 除く ) 
(4) 事業 を 中 止 (廃止 ) し た いと き 
補助 事業 が 何ら か の 事情 に より 遂行 が 不可 能 と な り 、 中 止ま た は 廃止 する 場合 に 
は 、 そ の 理由 等 を 付 し て 承認 を 受け る 必要 が あり ます 。 

な お 、 こ の よう な 事態 が 発生 し た と き は 、 事 前 に 協議 し て くだ さい 。 

・ 医 療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 に 係る 補助 事業 の 中 止 (廃止 ) 承認 申請 書 

【 要 綱 様 式 第 3 号 】 

・ 事業 計画 書 【 要 網 様式 第 1 号 別紙 1】 

・ 収 支 予算 書 【 要 綱 様 式 第 1 号 別紙 2】 

・ 収 支 予算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 【 手 引き 様式 1 】 

・ 支出 経費 に 係る 契約 書 等 の 写し (契約 等 が 締結 され て いる 場合 で あっ て 、 未 提出 

で ある と き ) 

・ そ の 他 参 考 と な る も の (既に 提出 し て いる も の を 除く ) 
(5) 事業 が 予定 期間 内 に 完了 で き な い と き 
補助 事業 が 予定 期間 内 に 完了 する 見 込み が な く な っ た と き 、 又 は 補助 事業 の 遂行 
が 困難 に な っ た と き 等 は 、 そ の 理由 を 付 し て 届け 出 て 指示 を 受け て くだ さい 、。 

な お 、 こ の よう な 事態 が 発生 し た と き は 、 事 前 に 協議 し て くだ さい 。 

・ 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 に 係る 補助 事業 事故 報告 書 【 要 綱 様 式 第 4 

号 】 
(6) 事業 が 完了 し た と き 

補助 事業 が 完了 し た と き は 、 完 了 し た 日 か ら 30 日 以内 又は 令 和 5 年 3 月 10 日 ( 金 ) 
の いずれ か 早い 日 まで に 、 事業 実績 を 報告 し 、 補助 金 を 請求 (精算 ) し て くだ さい 。 
・ 医 療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 請求 書 【 要 綱 様 式 第 5 号 】 

・ 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 費 補助 金 に 係る 補助 事業 実績 報告 書 【 要 綱 様 式 第 6 

号 】 

・ 製 品 開発 結果 報告 書 【 要 綱 様 式 第 6 号 別紙 1】 

・ 収 支 実 績 書 【 要 綱 様 式 第 6 号 別紙 2】 

・ 収 支 予算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 【 手 引き 様式 1 】 

・ 支出 経費 に 係る 契約 書 等 の 写し 

・ そ の 他 参 考 と な る も の (既に 提出 し て いる も の を 除く ) 
(7) 社名 等 に 変更 が あっ た と き 
補助 事業 者 の 社名 、 所 在 地 、 代 表 者 、 代 表 者 印鑑 等 に 変更 が あっ た 場合 に は 、 ヨ 
実 を 証明 する 書類 を 添付 し て 届け 出 て くだ さい 。 

-7- 











































































































































































































dn 
ll 





















































・ 社名 等 変更 届出 書 【 手 引き 様式 2】 


10 実地 検査 等 に つい て 


(1) 完了 確認 検査 
補助 事業 が 完了 し た と き は 、 事 業 の 実施 状況 、 補 助 対象 経費 の 執行 状況 等 に つい 
て 、 帳 短 や 契約 書 、 経 理 書類 等 の 証拠 書類 を 実地 に 検査 し 、 補 助 事業 が 適切 に 行わ 
れ た か どう か の 確認 を 行い ます 。 
(2) 中 間 検 査 、 事 後 検査 等 
事業 の 実施 期間 中 や 実施 後に お いて も 、 事 業 の 実施 状況 や 書類 の 整理 状況 、 あ る 
い は 決算 書類 等 に つい て 、 実 地 に 検査 し 、 又 は 報告 を 求め る こと が あり ます 。 
また 、 事 業 実施 の 効果 等 に つい て 、 ヒ アリ ング 等 を 行う こと が あり ます 。 























(手引 き 様 式 1) 


収支 予算 (精算 ) 書 の 支出 に 係る 内 訳書 



































費 交付 決定 の 補助 金額 




































































に 





管 | 支払 支払 先 内 容 お よび | 数 量 | 単位 | 単 1 補助 事業 に | 補助 対象 直 助 金 の 額 

理 | 年 仕様 等 詳細 (円 要する 費 経費 (円 ) 
0. (支払 額 ) (円 ) 
(円 ) 














































































































































































































合計 























注 1) 支出 明細 は 「 費 目 」 別 に 1 枚 (2 枚 以上 で も 可 ) ず つ 記 入 の こと 。 
注 2) 添付 する 証拠 書類 (契約 書 、 旅 費 精 算 書 、 請 求 書 支払 証 明 書 類 等 の 写し ) の 右上 に 管理 No. を 記入 し 、 順番 に 整理 し 
て 各 支 出 明細 書 の 後に 添付 する こと 。 
注 3) 「 内 容 お よび 仕様 等 詳細 」 は 補助 事業 計画 書 の 経費 明細 表 に 記載 され た 該当 する 内 容 を 記入 する こと 。 交付 決定 内 容 
と 異な る 支出 は 認め られ な い 場 合 が ある こと 。 
注 4) 「 補 助 対 象 経費 」 に は 消費 税 が 含ま れ て いな いこ と を 確認 する こと 。 
注 5) 「 補 助 金 の 額 」 は 左記 ・ 補 助 対象 経費 の 1/2 以 下 で ある こと 。 















































































































































































































































(手引 き 様 式 2 ) 








1 


dE 


手 県 知事 相 








住 所 
企業 名 
代表 者 ( 職 氏 名 ) 








社名 等 変更 届 | 

















過 





























令 和 年 度 に お いて 、 医 療 機器 等 製品 開発 文 援 事 3 












































































































































『 業 を 実施 し て いる と ころ で す が 、 今 

和 年 月 日 を も っ て 、 下 記 の と お り 変 更 し まし た の で 届け 出 ます 。 
語 
項 変更 前 変更 和 

住 所 

社 名 
代 表 名 
備 考 

















注 ) 事実 を 証明 する 書類 (登記 簿 膳 本 ) を 添付 し て くだ さい 。 




















(手引 き 様 式 3 ) 












































































































































令 和 和 月 日 
補助 金 受領 口座 届出 書 
令 和 年 度 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 に 係る 補助 金 受領 口座 を 次 の と お り 届 け 出 ま 
す 。 
項目 内 容 
企業 名 (漢字 ) 
企業 名 (カナ ) 
〒 
所 在 地 
電 詩 番 号 
ファ ックス 番号 
銀 行 名 銀行 支店 ・ 支 所 























項 金 種 




















日 座 名 義人 (漢字 ) 














曲 座 名 義人 (カナ ) 




















※ 通 帳 の 口座 番号 や 名 義 等 が 分 か る 部 分 の 写し を 添付 し て くだ さい 。 





(手引 き 様式 4 ) 


業者 選定 理由 書 























令 和 年 度 医療 機器 等 製品 開発 支援 事業 の 実施 に あたり 、 下 記 の と お り 、 合 見 積 に よら ず 業 者 を 











































































































補助 車 業 に 要する 経費 
補助 対象 経費 
所 在 地 
業者 名 
選定 理 





























回 
本 
洪 
貴 
















































































注 1) 合 見 積 に よら な い 業 者 選定 1 件 毎 に 作成 する こと 。 
注 2)「 管 理 No.」 欄 は 費目 別 支 出 明細 書 に 記載 の 番号 と 一 致 さ せる こと 。 
注 3) 関係 証拠 書類 と と も に 整理 ・ 保 管 し て お く こ と 。 





































































































